
【改正前】
区　　　　分 医療分（旧東） 医療分（旧長島） 介護分（旧東） 介護分（旧長島）

所得割 10% 7% 2.4% 0.7%
資産割（固定資産税） 45% 35% 12% 6%
均等割（1 人当たり） 27,000 円 19,000 円 8,500 円 6,000 円

平等割（1 世帯当たり） 28,000 円 22,000 円 8,500 円 4,000 円
課税限度額 560,000 円 90,000 円

【改正後】 （新規）
区　　　　分 医療分 後期高齢者 ( 支援金分 ) ※介護分

　※介護分は、40 歳から 64 歳
　　 までの人が対象です。

所得割 6% 3.8% 2.4%
資産割（固定資産税） 30% 15% 12%
均等割（1 人当たり） 18,000 円 8,000 円 8,500 円

平等割（1 世帯当たり） 19,000 円 9,000 円 8,500 円
課税限度額 470,000 円 120,000 円 90,000 円
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療
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養
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５
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７
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５
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　平成 20 年度から

長島町国民健康保険税の税率が統一されます
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